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（独）労働政策研究・研修機構（JILPT）が、2005 年に行った質問紙調査によれば（表 5-1 参照）、


















































使用するデータは、JILPT が 2004 年、2005 年に行った「企業戦略と人材マネジメントに
関する総合調査」 （企業調査）と「新時代のキャリアデザインと人材マネジメントの評価に
対する調査」 （従業員調査）のデータである1。従業員調査の対象は、すべて正規雇用のホワ
                                                  





3  労働時間に影響を与える企業内要因 
では、どういう企業内要因が労働時間とかかわっているのだろうか。ここでは、3 種の要
因を取り上げたい。この 3 つをとりあげる理由は、これらが、2000 年代初期に日本企業に
おいて、大きく変化したといわれる要因だからである。 
 




























                                                                                                                                                  
と人材マネジメントの評価に対する調査」 （従業員調査）のデータを使用する。この調査は
東京商工リサーチの企業データーベース台帳から従業員の多い順に 11,856 社を抽出したう
えで、企業向けの質問紙を人事担当者に送付した。回答企業は 1,280 社、回収率は 10.8%
である。さらに回答企業に対して、従業員用の調査票を送付した。回答従業員は 2,823 人
で、239 社において企業側回答と従業員マッチングデータを得ることができた。  5
 




























また従属変数は、従業員調査において、 「過去 3 年間の仕事や職場での変化を聞いた質問
で、 「過去 3 年間、残業時間を含めて、労働時間が増加した」という文章に対して、5 点尺
度（５＝そう思う～１＝そう思わない）で同意の程度を聞いた。なお、これとは別に調査
実施の前月の残業時間を含めた週当たりの労働時間を聞いており、その平均は、48.12 時間
（標準偏差、9.52）であり、労働市場全体の 2005 年の一般労働者の平均労働時間 42 時間
に比較して、やや長めの結果となった。だが、この変数は欠損値が多く、全体の 36％ほど
が欠損値であったため、分析には使用しなかった2。 
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表5-1  「成果主義導入2000以降」と「３年前と比べた個人の成果や業績の評価による賃金の変化」 
      ３年前と比べた賃金制度の変化： 
個人の成果や業績の評価により賃金が・・・





していない  合計 
度数  256 207  952 1415 非導入
成果主義導入2000以降 
の % 
18.1% 14.6%  67.3% 100.0%






22.7% 17.5%  59.8% 100.0%
度数  473 375  1525 2373 合計 
成果主義導入2000以降 
の % 
19.9% 15.8%  64.3% 100.0%
 
 
表 5-2  経営改革施策 
カテゴリー  項目  測定法（すべてダミー変数化） 
ガバナンス改革  執行役員制度などの導入  過去 3 年間に導入、非導入 
  株主価値の重視  過去 3 年間に重視、非重視 
経営効率の上昇  不採算事業の整理・撤退  過去 3 年間に重視、非重視 
  間接部門のコスト削減  過去 3 年間に重視、非重視 
商品戦略の転換  製品やサービスの価格削減  過去 3 年間に重視、非重視 
  研究開発スピードの改善  過去 3 年間に重視、非重視 
経営のグローバル化  経営活動の海外展開  過去 3 年間に重視、非重視 
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表 5-3  人事改革施策 
項目  測定法（すべてダミー変数化） 
成果主義を仕組みとして導入  過去 3 年間に実施、非実施 
基本給の成果連動部分の増加  過去 3 年間に実施、非実施 
能力給部分の縮小  過去 3 年間に実施、非実施 
賞与と個人業績の連動の拡大  過去 3 年間に実施、非実施 
目標管理の導入・徹底  過去 3 年間に導入・徹底、非導入・非徹底 
多面的評価制度の導入  過去 3 年間に実施、非実施 
抜擢人事（年齢や勤続に関係ない昇進）の制度  過去 3 年間に導入、非導入 
 
 
表 5-4  労働者の意識 
項目  測定法（すべてダミー変数化） 
企業が定年まで雇用保障することに関する価値観  賛成、反対＋どちらでもない 
年功的な処遇に関する価値観  賛成、反対＋どちらでもない 
成果主義的な処遇に関する価値観  賛成、反対＋どちらでもない 
市場を重視した処遇に関する価値観  賛成、反対＋どちらでもない 
従業員の自律的な能力開発に関する価値観  賛成、反対＋どちらでもない 
キャリア意識  この会社に定年まで勤めるつもり（はい、いいえ＋どち
らでもない） 




表5-5  「過去3年間で労働時間は増加した」への同意 




そう思わない  364  13.9
あまりそう思わない  289  11.0
どちらともいえない  891  33.9
少しそう思う  652  24.8
そう思う  431  16.4
有効 
合計  2627  100.0
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表 5-6  経営改革施策の効果 
（従属変数 「過去 3 年間で労働時間は増加した」） 
標準化されていない係数
モデル  B  標準偏差誤差 t 値  有意確率
単独での 
ANOVA 
(定数)  1.960  .569 3.445 .001 --- 
F2 年齢  -.011  .004 -2.712 .007 --- 
性別  .225  .082 2.740 .006 --- 
大学卒  .127  .062 2.055 .040 --- 
部長以上  -.076  .122 -.626 .531 --- 
課長  .016  .091 .172 .864 --- 
係長  .061  .081 .754 .451 --- 
年収(対数）  .193  .106 1.813 .070 --- 
正規従業員数（対数）  -.003  .032 -.091 .928 --- 
製造D  .136  .074 1.837 .066 --- 
運輸・通信・金融D  .134  .086 1.556 .120 --- 
株主価値の重視  .341***  .084 4.080 .000  
執行役員制度などの導入  .181***  .066 2.744 .006 ＋*** 
不採算事業の整理・撤退  .048  .058 .825 .409 NS 
間接部門のコスト削減  .013  .062 .203 .839 NS 
製品やサービスの価格削減  .099*  .059 1.685 .092 NS 
研究開発スピードの改善  .122*  .074 1.650 .099 ＋*** 
 
経営活動の海外展開  .084  .077 1.091 .275 ＋** 
R2=.040*** 
注：  ＊  10％水準で有意；＊＊  5％水準で有意；＊＊＊  1％水準で有意; NS 有意でない  13
 
表 5-7  人事改革施策の効果 
（従属変数 「過去 3 年間で労働時間は増加した」） 
標準化されていない係数
モデル  B  標準偏差誤差 t 値  有意確率
単独での 
ANOVA 
(定数)  2.129 .532 ---  .000 --- 
年齢  -.011 .004 ---  .003 --- 
性別  .210 .079 ---  .008 --- 
大学卒  .105 .059 ---  .076 --- 
部長以上  -.063 .117 ---  .591 --- 
課長  .049 .087 ---  .573 --- 
係長  .058 .077 ---  .451 --- 
年収(対数）  .212 .099 ---  .033 --- 
正規従業員数（対数）  -.045 .032 ---  .158 --- 
製造D  .188 .063 ---  .003 --- 
運輸・通信・金融D  .127 .079 ---  .108 --- 
成果主義を仕組みとして導入
(2000年以降) 
.081 .061 1.335 .182 ＋* 
基本給の成果連動部分の増加  .035 .061 .571 .568 NS 
能力給部分の縮小  -.008 .058 -.143 .886 NS 
賞与と個人業績の連動の拡大  .100* .057 -1.752 .080 NS 
目標管理の導入・徹底  .145*** .059 2.456 .014 ＋*** 




.115*** .056 2.051 .040 ＋* 
R2=.036*** 
注：  ＊  10％水準で有意；＊＊  5％水準で有意；＊＊＊  1％水準で有意；NS 有意でない  14
 
表 5-8  個人意識の効果 
（従属変数 「過去 3 年間で労働時間は増加した」） 
標準化されていない係数
モデル  B  標準偏差誤差 t 値  有意確率
単独での 
ANOVA 
(定数)  1.804  .531 ---  .001 --- 
年齢  -.009  .004 ---  .019 --- 
性別  .213  .080 ---  .008 --- 
大学卒  .117  .059 ---  .047 --- 
部長以上  .000  .117 ---  .999 --- 
課長  .079  .088 ---  .369 --- 
係長  .066  .077 ---  .393 --- 
年収（対数）  .202  .098 ---  .039 --- 
正規従業員数（対数）  .003  .028 ---  .927 --- 
製造D  .188  .062 ---  .002 --- 
運輸・通信・金融D  .119  .077 ---  .123 --- 
企業が定年まで雇用保障
することに賛成 
.360***  .080 4.520 .000 ＋** 
年功的な処遇に賛成  .011  .076 .150 .881 NS 
成果主義的な処遇に賛成  -.132*  .068 -1.941 .052 ―* 
市場を重視した処遇に賛
成 
.006  .057 .112 .911 NS 
従業員の自律的な能力開
発に賛成 
-.167*  .091 -1.840 .066 ―** 




.170***  .055 3.058 .002 ＋*** 
R2=.042*** 
注：  ＊  10％水準で有意；＊＊  5％水準で有意；＊＊＊  1％水準で有意；NS 有意でない 